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市民の自由と COVID-19 パンデミック 

世界各地における制限と攻撃 

 

2020 年 4 月 CIVICUS Monitor による調査の概要 

 

 

 

はじめに 

 

2020 年 3 月 11 日、世界保健機関（WHO）は、新型コロナウイルス感染症（以下 COVID-19）

の拡大を世界的大流行（pandemic、以下パンデミック）と宣言した。パンデミックの拡大

とそれに対する各国の対応により、世界に暮らす多くの人たちは前例のない生活を余儀な

くされている。パンデミックを抑え込むための試みとして、自由に対する様々な制限が導

入されてきた。しかし、その中には、人権や市民社会スペースに悪影響を与えているもの

もある。これらの制限の多くは、既に存在していた市民社会スペースへの制限を拡大適用

し、あるいは強化する形で実施されている。 

 

市民社会スペースは、開かれた民主的な社会の基盤であり、人々が組織や団体を結成し、

平和的に集まり、自由に意見や見解を表明するという基本的な自由に根ざしている。2016

年以来、CIVICUS モニターは 196 カ国の市民社会スペースの状況を記録し、分析してきた。 

 

各国は緊急事態法、全国的な封鎖、移動制限などの措置をとってきた。しかし、パンデミ

ックの宣言から一カ月が経過した今、CIVICUS は市民社会スペースが経験しているいくつ

かの憂慮すべき傾向に接している。それらは以下の通りである。 

 

https://www.who.int/dg/speeches/detail/who-director-general-s-opening-remarks-at-the-media-briefing-on-covid-19---11-march-2020
https://www.who.int/dg/speeches/detail/who-director-general-s-opening-remarks-at-the-media-briefing-on-covid-19---11-march-2020
https://monitor.civicus.org/
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 情報アクセスに関する不当な制限と検閲 

 重要な情報を発信した活動家の拘留 

 人権擁護者や報道機関に対する取り締まり 

 プライバシーへの権利の侵害と過度に広範な緊急事態権限 

 

国際人権法は、公衆衛生を含む、国の存続を脅かす公式に宣言された公の緊急事態の場合、

いくつかの権利の制限は正当化できるが、それらの制限は、法的根拠に基づいて厳格に必

要性が認められ、期間が限定され、人間の尊厳を尊重し、見直しの対象となり、目的の達

成に相応と認められ、差別を伴わず、問題になっている緊急事態によって必要とされる範

囲で厳密に適用されなければならないことを認めている。公式に緊急事態が宣言された場

合であっても、生命への権利や、拷問および非人道的、残虐または品位を傷つける扱いか

らの自由などの、緊急事態を理由として国家が保護義務を免れ得ない基本的権利は、どの

ような場合であっても侵害されてはならない。緊急事態が公式に宣言されていない場合に

は、市民的および政治的権利に関する国際規約の関連規定の下で平時に認められている制

限に従って、公衆衛生上の脅威が存在する期間のみ権利を制限することができる。 

 

国際法の規定は明確であるが、一部の国家が取った行動の中には、正当な制限を超えて市

民的自由に悪影響を及ぼすものがあるのではないかという懸念がある。CIVICUS は、パン

デミックに対する政府や他のいくつかの団体の対応によって表面化した主要な市民社会ス

ペースの問題についての情報を集めたが、これらの情報からわかるのは、現時点での市民

社会スペースの状況には深刻な懸念があるということである。情報は、市民社会団体や活

動家、信頼できるニュースソース、公式文書から入手した。さまざまな制限は、市民社会

スペースについての評価が異なる様々な国で発生している。国名とともに、それぞれの評

価の色も表示される。 

 

閉ざされている 抑圧されている 妨げられている 縮小している 開かれている 

 

検閲と情報へのアクセス制限 

 

CIVICUS モニターによると、2019 年に、活動家・ジャーナリスト・政府批判者を黙らせ、

批判的な情報を抑え込むために国家が使用した最も一般的な戦術は検閲であったことが示

されている。人権団体は、今回のパンデミックに関する情報を検閲・制限する措置を記録

してきた。こうした措置は、人々が自分自身と家族を守るためにパンデミックに関する情

報を得たり、パンデミックに対応するために当局が行っている決定について情報に基づい

て疑問や質問を表明することを妨げている可能性がある。 

 

中国では、政府は当初、一般市民からの情報提供を公表せず、感染例を過小報告し、感染

の深刻度を軽視することで、流行の発生に対応した。当局はまた、パンデミックに関する

多数の記事やソーシャルメディアへの投稿を検閲した。その中には、助けを求める感染者

https://www.icj.org/wp-content/uploads/1984/07/Siracusa-principles-ICCPR-legal-submission-1985-eng.pdf
https://www.refworld.org/docid/453883fd1f.html
https://www.ohchr.org/Documents/ProfessionalInterest/ccpr.pdf
https://monitor.civicus.org/PeoplePowerUnderAttack2019/
https://monitor.civicus.org/PeoplePowerUnderAttack2019/
https://www.hrw.org/news/2020/01/30/china-respect-rights-coronavirus-response
https://www.amnesty.org/en/latest/news/2020/02/explainer-seven-ways-the-coronavirus-affects-human-rights/
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の家族が投稿したものや、隔離された都市に住む人々が日常生活を記録したものも含まれ

る。ブラジルでは、ジャイール・ボルソナーロ大統領が「暫定措置（medida provisoria）」

を導入し、公務員はパンデミック発生中に情報の自由に基づく要求に答える義務を負わな

いことを決定した。最高裁判所は、この決定を差し止める判断を下している。 

 

トルクメニスタンでは、グルバングル・ベルディムハメドフ大統領が率いる政府は、パン

デミックに関する情報の拡散を抑止するため、可能な限り「コロナウイルス」という言葉

の使用を制限している。病院・学校・職場で配布される健康パンフレットには「コロナウ

イルス」という言葉を使わないよう指示が出された。エルサルバドルでは、危機と政府の

対応に関する記者会見の場で、ジャーナリストが質問をすることは許されていない。 

 

国家が既存のメディアをすべて管理し、厳しいソーシャルメディア検閲を実施しているベ

トナムでは、パンデミックについてタイムリーで価値のある情報を発信しようとしてフェ

イスブックを利用する人々やブロガーを当局が取り締まっている。3 月 17 日の時点で、感

染拡大についてフェイスブックに投稿した少なくとも 654 人が警察署に呼び出されて尋問

を受け、そのうち 146 人が罰金を科された。 

 

この危機の最中のインターネット停止措置は人々の健康と生活を直接的に害し、パンデミ

ックを抑え込むための努力を弱体化させる。インド統治下のカシミールでは、インターネ

ットが停止されているため、医師はウイルスについての情報を入手し、人々に感染の危険

を伝えることができない。同様の懸念は、やはりインターネットが停止されているビルマ

（ミャンマー）のラカイン州からも示されている。 

 

国家の対応を批判したことによる脅迫と逮捕 

 

国家の対応を批判したり、パンデミックに関する情報を発信したことで、脅迫されたり逮

捕されたという報告もある。 

 

イランでは、市民権活動家・ジャーナリスト・市議会議員・サッカー選手などが、ソーシ

ャルメディアへの投稿でイラン政府のパンデミック対応を批判した後、拘束されたり、尋

問のために出頭を命じられたりしている。呼び出された人たちの中には、国を否定的に見

ていると非難され、流行拡大への政府の対応を支持するように圧力をかけられた人もいた。 

 

ソロモン諸島では、保健省は、パンデミックへの政府の対応を批判するコメントをオンラ

インで投稿した同省スタッフに対し、「即時解雇」と脅すメモを送った。省によれば、この

規定は公共緊急事態宣言に含まれているという。スリランカでは、4 月 1 日、公務員を批判

する投稿をソーシャルメディア上で公開した者に対して法的措置を採るよう、警察監察官

が全ての警察官に指示した。 

 

https://gijn.org/2020/03/31/governments-delay-access-to-information-due-to-covid-19/
https://rsf.org/en/news/coronavirus-limits-turkmenistan
https://rsf.org/en/news/coronavirus-limits-turkmenistan
https://monitor.civicus.org/updates/2020/04/07/el-salvadors-response-covid-19-has-excessively-restricted-fundamental-rights-say-csos/
https://www.vietnamhumanrightsdefenders.net/2020/03/23/vietnam-human-rights-defenders-weekly-report-for-march-16-22-2020-activists-continously-being-harassed-intimidated-amid-covid-19-outbreak/
https://www.thestar.com.my/tech/tech-news/2020/03/30/covid-19-indias-internet-curbs-in-kashmir-hamper-coronavirus-fight
https://www.aa.com.tr/en/asia-pacific/covid-19-information-blackout-hitting-kashmir-hard/1774154
https://theunionjournal.com/concern-at-low-covid-19-awareness-in-myanmars-rakhine-under-internet-blackout/
https://iranhumanrights.org/2020/03/social-media-several-detained-summoned-in-iran-after-publicly-criticizing-states-covid-19-response/
https://iranhumanrights.org/2020/03/social-media-several-detained-summoned-in-iran-after-publicly-criticizing-states-covid-19-response/
https://www.rnz.co.nz/international/pacific-news/413067/solomons-officials-face-sack-if-critical-of-covid-19-response?utm_source=dlvr.it&utm_medium=twitter
http://www.dailymirror.lk/breaking_news/Strict-action-against-those-criticise-state-officials-on-social-media/108-186028
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パキスタンでは、パンデミックに対応するための個人用防護具が不足しているとして抗議

した医師や医療スタッフ数十人を警察が逮捕した。タイでは 3 月 23 日、空港で COVID-19

の感染確認が行われていないことを批判するメッセージをフェイスブックに投稿したとし

て、 厳罰で知られる同国の「コンピューター犯罪法」に基づいてアーティストが起訴され

た。 

 

メディアへの制限 

 

パンデミックに関するタイムリーな情報を共有する上で、ジャーナリストやメディアは重

要な役割を担っている。しかし、一部の国は、報道機関を閉鎖し、メディアの活動を制限

し、ジャーナリストを犯罪者に仕立て上げている。 

 

3 月 17 日には、ヨルダン、モロッコ、オマーン、イエメンの各政府が、パンデミックへの

対応として新聞の印刷と配布を停止する命令を出したと報じられた。これには、独立系と

国有メディアの両方が含まれる。当局は、新聞の印刷、配達、配布中にウイルスが拡散す

る可能性を防ぐためにこの措置を取ったと報じられている。 

 

3 月 5 日、ニジェール当局は、自身のフェイスブックやツイッターでニュースを発信してい

る独立系ジャーナリストのカカ・トウダ・ママネ・ゴニ（Kaka Touda Mamane Goni）氏

を、ニジェールの首都ニアメーの自宅で逮捕した。彼の逮捕は、国立ニアメー総合病院が

申し立てた苦情に端を発しており、同病院で発覚した COVID-19 への感染が疑われる事例

についての彼のソーシャルメディアへの投稿が公共の秩序を脅かすものであると主張して

いる。 

 

ケニアでは、ブロガーのロバート・アライ（Robert Alai）氏が 3 月 20 日、ウイルスに関す

る虚偽の情報を投稿したとして逮捕された。アライ氏は、ウイルスの感染拡大についての

重要な情報を政府が隠蔽していると主張し、ウイルスの影響は政府が認めているよりもは

るかに大きいと主張していた。彼は、「2018 年コンピューター誤用・サイバー犯罪法」違反

の罪に問われている。 

 

ベネズエラでは、ジャーナリストであるダルビンソン・ロハス（Darvinson Rojas）氏の自

宅が 3 月 21 日に家宅捜索され、ベネズエラにおけるパンデミックに関する報道を理由に、

同国のボリバル国家警察特殊行動部隊の工作員によって拘束された。3 月 23 日の公判で、

ロハス氏は「憎悪を煽り公共を扇動した」と告発された。 

 

3 月 26 日、バヌアツの大統領はパンデミックに対応するために非常事態宣言に署名した。

宣言の一環として、ウイルスに関するすべてのニュース記事は、保健省との協議後に、国

家災害管理局による審査を受けなければならないと発表された。 

 

https://edition.cnn.com/world/live-news/coronavirus-pandemic-04-06-20/h_5b2fea9ff8892b69cfe1b006f19c5381
https://pen.org/press-release/thai-artist-arrested-for-posting-about-countrys-lackluster-coronavirus-screening/
https://pen.org/press-release/thai-artist-arrested-for-posting-about-countrys-lackluster-coronavirus-screening/
https://cpj.org/2020/03/jordan-oman-morocco-and-yemen-suspend-newspaper-pr.php
https://monitor.civicus.org/updates/2020/04/06/eight-HRDs-arrested-prosecuted-protest-against-corruption/
https://www.standardmedia.co.ke/article/2001365307/blogger-robert-alai-to-be-arraigned-over-covid-19-post
https://knightcenter.utexas.edu/blog/00-21699-police-officers-arrest-venezuelan-journalist-who-reported-covid-19-situation-his-count
https://monitor.civicus.org/updates/2020/04/03/concerns-about-media-censorship-vanuatu-around-covid-19-pandemic/
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COVID-19 による封鎖（lockdown）の取材中、ジャーナリストが暴行を受けたり、嫌がら

せを受けたりすることもあった。例えば、コンゴ民主共和国では、ジャーナリストのトリ・

トタリ・グロディ（Tholi Totali Glody）氏が 3 月 22 日に、警察官に追いかけられた末にバ

イクタクシーから落とされ、足の骨折を含む負傷を負ったと報告されている。 

 

「フェイクニュース」対策のための制限的な法制定と実施 

 

パンデミックの拡大は、ウイルスに関する誤報の拡散とともに生じている。誤報は深刻な

問題であるが、一部の国家は「フェイクニュース」に関する過剰に抑圧的な法律を運用し

ており、広範囲に影響が及ぶ可能性がある。 

 

3 月 18 日、南アフリカ共和国政府は、COVID-19 やそれに対する政府の対応に関して、人

を欺くことを目的とした発言を犯罪者として処罰する新しい規則を制定した。この規則は

2002 年災害管理法に基づいて政府公報に掲載され、罰金・懲役、またはその両方を含む刑

罰が科された。 

 

フィリピン政府は 3 月 25 日、パンデミックに対応するために非常事態を宣言し、ソーシャ

ルメディアやその他のプラットフォーム上での「虚偽の情報」の拡散を罰する規定を含む

法律を可決した。この規定に違反していることが判明した場合、2 ヶ月間の懲役または

10,000 ペソ（約 196 米ドル）以上の罰金が科せられる可能性がある。また、裁判所は 100

万ペソ（約 19,642 米ドル）までの罰金を科すことができる。3 月 28 日、エジプトの検察当

局は、ウイルスに関する「フェイクニュース」や噂を広めた者には、5 年間の懲役と 20,000

エジプト・ポンド（約 1,266 米ドル）の罰金が科せられる可能性があると発表した。 

 

トルコの内務省は 3 月 23 日、ウイルスについての情報を共有した 316 人のソーシャルメデ

ィア・アカウント保有者に対し、「公衆に不安を生じさせ、恐怖やパニックを誘発し、人々

や組織への攻撃を煽った」として法的措置を取ったと発表した。マレーシア政府は、ウイ

ルスに関する「フェイクニュース」の拡散に関連し、3 月 11 日に当局が 37 件の刑事捜査

を開始したとの報告をおこなった。 

 

人権擁護者への攻撃 

 

政府や他の主体が、パンデミックを機会に人権擁護に取り組む活動家を標的として弾圧を

加えているという証拠もある。 

 

ホンジュラスでは、3 月 24 日、エヴリン・ジョハナ・カスティージョ（Evelyn Johana Castillo）

氏が夫と長女とともに食料を買って帰宅する途中、緊急事態の最中に路上にいたとして、

警察が恣意的に逮捕した。彼女は、オホホナ女性ネットワーク（Ojojona Women’s Network）

のアシスタント・コーディネーターであり、ホンジュラスの女性人権擁護者全国ネットワ

https://rsf.org/en/news/drc-congolese-police-run-down-reporter-covering-coronavirus-lockdown
https://cpj.org/2020/03/south-africa-enacts-regulations-criminalizing-disi.php
https://www.philstar.com/headlines/2020/03/25/2003374/during-state-emergency-bayanihan-act-allows-imprisonment-false-information
http://english.ahram.org.eg/NewsContent/1/64/366161/Egypt/Politics-/Jail-term-and-EGP-,-fine-for-spreading-rumours-abo.aspx
http://bianet.org/english/health/221837-316-people-detained-over-coronavirus-posts
http://bianet.org/english/health/221837-316-people-detained-over-coronavirus-posts
https://www.nst.com.my/news/crime-courts/2020/03/573792/cops-probing-37-cases-fake-news-covid-19
https://www.nst.com.my/news/crime-courts/2020/03/573792/cops-probing-37-cases-fake-news-covid-19
https://im-defensoras.org/2020/03/whrdalert-honduras-police-arbitrarily-arrest-defender-evelyn-castillo-on-pretext-of-covid-19-emergency/
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ーク（National Network of Women Human Rights Defenders）のメンバーである。エヴリ

ンは、彼女に対するこの攻撃は報復だったのではないかと述べている。 

 

エルサルバドルで人権擁護に取り組む活動家は、パンデミックの最中に検疫施設に収容さ

れている人々の過密状態と衛生状態の劣悪さについて 3 月 13 日にフェイスブックに投稿し

た後、中傷キャンペーンの対象となっている。彼女に対し、女性蔑視にあふれた侮辱やフ

ェミニストとしての活動を愚弄する悪質なメッセージや脅迫が送られてきた。 

 

地元の市民社会団体によると、コロンビアの死の部隊（death squads）は、COVID-19 に

関わる封鎖措置（ロックダウン）を利用して農村部の活動家を殺害している。著名な活動

家であるマルコ・リヴァデネイラ（Marco Rivadeneira）氏が南部プトゥマヨ県で殺害され、

アンヘル・オヴィディオ・クインテロ（Ángel Ovidio Quintero）氏が西部アンティオキア

地方で射殺され、イヴォ・ウンベルト・ブラカモンテ（Ivo Humberto Bracamonte）氏が

東部のベネズエラとの国境で殺害された。 

 

ロックダウン中の警察による人権侵害 

 

市民社会団体やジャーナリストは、さまざまな国でロックダウン措置に違反した人々に対

する法執行機関による過剰な力の行使や、非人道的で屈辱的な扱いについて、懸念を表明

している。国連の「超法規的、即決および恣意的殺害に関する特別報告者」は、このこと

について懸念を表明した。 

 

ヒューマン・ライツ・ウォッチによると、フィリピンでは警察や地元の役人が、政府の

COVID-19 規制に違反して逮捕された人々を犬の檻に閉じ込めたり、罰として真昼間の太陽

の下で座らせたりするなどの虐待を行ってきた。インドでは、規制に従わない者を警察官

が警棒で激しく殴打する動画が公開されている。違反者は、スクワット、腕立て伏せ、四

つん這いでの移動、通りを転げまわるなどの行為を強要され、公衆の面前で辱められてい

る。 

 

南アフリカ共和国では、警察官や兵士がロックダウン違反者を蹴る、平手打ちをする、鞭

打ちをする、銃撃するなどの映像が多数公開されている。南アフリカのロックダウン初日、

同国最大の都市であるヨハネスブルグで治安部隊に追い散らされる人々を取材していた

News24 のジャーナリストであるアザラ・カリム（Azarrah Karrim）氏に対し、警察は、彼

女が「私はメディアの人間だ」と叫んだにも関わらずゴム弾を発射した。 

 

ケニアでは、各地の警察が夜間外出禁止令を無視した人々に暴力をふるう様子が記録され

ていた。ビデオや写真には、警察が夜間外出禁止令に先立って通りを一掃するために、モ

ンバサの街で催涙ガスを発射したり、人々を警棒で殴ったりしている様子も映し出されて

いた。 

http://im-defensoras.org/2020/03/whrdalert-el-salvador-defender-harassed-and-insulted-in-social-networks-for-denouncing-unhealthy-and-overcrowded-conditions-of-persons-quarantined-due-to-covid-19/
https://www.amnesty.org/en/latest/news/2020/03/colombia-medidas-contra-covid19-desatender-proteccion-personas-defensoras/
https://www.ohchr.org/Documents/Issues/Executions/HumanRightsDispatch1.pdf
https://www.hrw.org/news/2020/03/26/philippines-curfew-violators-abused
https://nationalpost.com/news/world/covid-19-india-this-is-how-local-police-punish-anyone-who-violates-nations-21-day-lockdown
https://www.bloomberg.com/news/articles/2020-04-02/locked-in-cages-beaten-and-shamed-virus-laws-lead-to-abuses
https://www.bloomberg.com/news/articles/2020-04-02/locked-in-cages-beaten-and-shamed-virus-laws-lead-to-abuses
https://www.dailymaverick.co.za/article/2020-04-02-state-abuses-could-match-the-threat-of-covid-19-itself/
https://www.nation.co.ke/counties/Uproar-greets-Kenya-coronavirus-curfew/1107872-5507340-12qc9qy/index.html
https://www.nation.co.ke/counties/Uproar-greets-Kenya-coronavirus-curfew/1107872-5507340-12qc9qy/index.html
https://www.aljazeera.com/news/2020/03/kenya-police-fire-excessive-force-curfew-begins-200328101357933.html
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監視とプライバシーへの権利の侵害 

 

過剰な形で監視対策を強化している国家の事例が数多く存在する。パンデミックに対応し

て導入された監視措置やプライバシーへの権利に対する制限は、法律で規定され、必要性

に基づき、事態の深刻さに比例し、期限が定められ、透明性と適切な監督のもとに実施さ

れなければならない。求められる結果を達成するための最も抑制的な監視体制である必要

がある。現実は、これらの基準には合致していない。 

 

中国当局は、プライバシーに関わる法律の制約を受けることなくテクノロジーを使って監

視を行うことで悪名高い。2008 年の北京オリンピックで初めて導入された汎用型路上監視

カメラシステム（universal street camera system）は、中国の主要な都市部全域で導入さ

れ、最近では顔認証機能が搭載されるなど機能が向上している。当局はこのシステムを利

用して、マスクなしで外出する市民を捕まえ、辱め、罰金を科し、症状のある個人を見つ

け出し、隔離している。 

 

イスラエル当局は、治安機関に対し、感染者の携帯電話データの利用を許可しており、こ

の動きもプライバシーへの懸念を呼んでいる。この措置は既に運用されていることが明ら

かで、400 人が感染者との接触可能性を警告するテキストメッセージを受け取っている。 

 

3 月 31 日、アルメニア議会は、COVID-19 の感染者を追跡するために、監視機関が広範に

携帯電話のデータを使用できるようにする法改正案を可決した。この改正案は、プライバ

シーへの権利に制限を課し、当局がウイルスに感染した人々に関連する非公開の医療情報

にアクセスすることを可能にしている。フィジーでは、国内で最初に COVID-19 感染が確

認された患者と同じ航空便に搭乗した乗客の氏名と住所が記載された個人情報を保健省が

公表したため、市民社会がプライバシーに関する懸念を提起した。82 人の名簿には、居住

地の住所が含まれていた。 

 

過剰な範囲にわたる緊急事態法と新たな制限的立法 

 

国際的な市民社会組織は、ウイルスと闘うために非常事態を宣言したり、緊急事態法や規

制を可決した多くの国が、過剰な範囲にわたる権限を国家に与え、市民の自由を危険にさ

らしている事例についての情報を集め記録してきた。国際人権法は、導入されるいかなる

措置も、立法府と裁判所の両方による十分な監視の対象とならなければならず、差別的で

あってはならず、期限を限って実施すべきであることを明確に規定している。 

 

CIVICUS の協力団体によって明らかにされた象徴的な事例としてハンガリーの事例がある。

3 月 30 日に採択された新しい法律（コロナウイルスからの保護に関する法案 T/9790）は、

政府の権限を拡大し、議会の審査を経ることなく、また明確に期限を設定せずに、政令に

https://www.zdnet.com/article/us-israel-south-korea-and-china-look-at-intrusive-surveillance-solutions-for-tracking-covid-19/
https://www.zdnet.com/article/us-israel-south-korea-and-china-look-at-intrusive-surveillance-solutions-for-tracking-covid-19/
https://www.timesofisrael.com/the-big-brother-surveillance-that-may-put-you-in-quarantine-or-keep-you-out/
https://www.hrw.org/news/2020/04/03/armenia-law-restricts-privacy-amid-covid-19-fight
http://www.fwrm.org.fj/news/media-releases/67-all-category/news/press-releases/568-the-ngochr-calls-for-human-rights-based-approach-for-covid-19-response
https://www.icnl.org/covid19tracker/
https://www.amnesty.org/download/Documents/EUR2720462020ENGLISH.PDF
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よる統治をおこなう権限を政府にあたえた。また、新法は「虚偽の情報を開示、又は伝達

する罪」に関する刑法の規定の修正を伴っている。これによると、虚偽あるいは歪曲され

た事実を公表することによって、公衆の「十分な保護」を妨害したり、公衆に危険を知ら

せ扇動した者は、最高で 5 年の懲役に処せられる可能性がある。 

 

カンボジア政府は、過剰な範囲にわたり、曖昧な条項が多々含まれる緊急事態法案を起草

した。法案にはフン・セン首相に基本的人権の保護を覆す権限を与える条項が含まれてい

る。これには、通信を無制限に監視し、メディアやソーシャルメディアを統制し、移動と

集会の自由を制限する完全な権限の付与が含まれる。この法案は、第 1 条と第 4 条の規定

により、危機が収束した後も運用される余地を残している。 

 

いくつかの国家は、この危機を利用し、市民の自由を制限する法案を、十分な審査を経ず、

こっそりと通過させてきた。例えば、米国では、少なくとも 3 つの州が、パンデミックの

混乱の中で化石燃料インフラに対する抗議に新たな刑事罰を課す法律を可決した。 

 

政府への提言 

 

これまで述べた懸念を考慮するなら、政府は、COVID-19 がもたらしたパンデミックに対応

する際に、より市民の自由を尊重しなければならないことは明らかである。各国政府は、

基本的な自由がウイルスの犠牲にならないよう以下の提言を実施すべきである。 

 

 パンデミックに対処しつつ、あらゆる形態の表現の自由を保護し、ソーシャルメ

ディアおよび既存メディアの検閲を控えること。どのような制限も独立した司法

当局の命令に従うべきであり、正当な手続きと合法性・必要性・正当性の基準に

基づき、国際的な法律や基準に沿ったものとしなければならないこと。 

 インターネットへの信頼性の高い自由なアクセスを維持し、人々が危機の間に必

要な情報やサービスを得ることを妨げるようなインターネットの遮断を止めるこ

と。 

 パンデミック中に発生する人権擁護者やジャーナリストに対する人権侵害に対処

すること。人権侵害をおこなった者が、独立した機関により迅速に調査され、加

害者が法の裁きにかけられるよう保障すること。 

 パンデミックの期間中、国際人権法が保障するメディアの自由を尊重し、保護す

ること。 

 パンデミックに関する誤報に対し、検閲と刑事罰によって対応するのでなく、透

明性とメディアの自由を強調するアプローチによって対応すること。 

 パンデミックに対処するために採用される監視手段は、合法的で必要性に基づき

事態の深刻さに比例するものであることを保障すること。その一環として、拡大

された監視権限が時限的なものであり、現在の危機に対処するために必要な期間

に限り継続することを保障すること。 

https://www.hrw.org/news/2020/04/02/cambodia-emergency-bill-recipe-dictatorship
https://www.huffpostbrasil.com/entry/pipeline-protest-laws-coronavirus_n_5e7e7570c5b6256a7a2aab41?ri18n=true
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 健康状態に関わるデータを含む個人データの収集・保持・集計の増加が、パンデ

ミックへの対応という目的に限って使用されるよう保障すること。 

 法執行機関の職員が法を尊重し、封鎖や夜間外出禁止令を実施している間、虐待

的な行為をおこなわないようにし、そのような虐待をおこなった疑いがある者を

取り調べ、加害者を法の裁きにかけること。 

 パンデミックと闘うためにもちいられる新たな緊急法や政令が、いかなる状況に

おいても、生命への権利、拷問やその他の残虐、非人道的、または屈辱的な刑罰

の禁止、法の下の平等、無罪推定など、基本的人権を制限しないことを保障する

こと。それらの法律や政令が、人種・民族・性別・性的アイデンティティ・言語・

宗教・社会的出自を含め、いかなる点においても差別的なものではなく、期間を

限って実施され、立法府と裁判所の両方による十分な監視の下におかれることを

保障すること。 

 

 

CIVICUS Monitor について 

 

CIVICUS モニター（CIVICUS Monitor）は、市民社会の状況に関する量的・質的なデータお

よび 196 カ国の市民的自由のためのデータを提供する調査ツールである。このデータは、調

査に協力する 20 以上の市民社会組織と、多数の独立した人権に関する評価報告からの情報に

基づいて作成されている。 

 

このデータは、市民社会スペース評価の基礎となるものであり、各国は、閉ざされている

（CLOSED）、抑圧されている（REPRESSED）、妨げられている（OBSTRUCTED）、縮小し

ている（NARROWED）、そして、開かれている（OPEN）のいずれかに評価されている。ま

た、データは、個々の国のページや更新情報にも活用され、結社、平和的集会、表現の自由

に関する検証された最新の情報を提供している。CIVICUS モニターでは、調査と状況分析に

基づいて、市民社会スペースに対する深刻な、緊急の、または新たな脅威が発生していると

判断される国々に関する情報を定期的に更新する「ウォッチリスト」も提供している。 

 

ウェブサイト：monitor.civicus.org  

メール：monitor@civicus.org 

Twitter：@CIVICUSMonitor 

 

原文：”Civic Freedoms and the COVID-19 Pandemic: A Snapshot of Restrictions and Attacks” 

https://civicus.contentfiles.net/media/assets/file/COVID19April2020.pdf 
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